
サステナビリティ

持続的な価値創造に向けて 
双日にとってのサステナビリティとは、「双日グループ企業理念」に基づき、ステークホルダーとともに、事業を通じた「2つの価値（双日

が得る価値、社会が得る価値）」の最大化を図り、当社と社会の持続的な成長を目指すことです。

　この「2つの価値」の最大化に向けて、当社は、2016年に中長期的に取り組むべき「サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）」を

定めました。マテリアリティ策定にあたっては、SDGsやパリ協定など外部の規範を参照し、当社と社会の持続的な成長のために対処す

べき普遍的な課題を抽出、「人権」「環境」「資源」「地域社会」「人材」「ガバナンス」の6つとしました。（策定の詳細は、当社ウェブサイト

「サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）の設定方法と、戦略への反映」https://www.sojitz.com/jp/csr/priority/ をご参照ください）。

普遍的な課題から、さらに解像度を上げ、個別具体的な課題を特定したものが、2050年に向けた長期ビジョン「サステナビリティ チャレン

ジ」です。本ビジョンは「脱炭素社会実現への挑戦」と「サプライチェーンを含む人権尊重」の2本柱からなり、現在、当社が特に注力し

て取り組んでいるもので、「中期経営計画2023」（以下、中計2023）における成長戦略を策定する上での下敷きにもなっています。

ガバナンス・リスク管理 
当社は、このような課題への対応のため、ステークホルダーとの対話等を通じ、当社グループにとってのリスクと機会の把握に努め、脱炭

素社会実現に向けた対策や人権関連方針などの各種個別方針を策定、それらを中計2023にも反映し、具体的なアクションにつなげて

います。その上で、 TCFDなどのフレームワークに基づいた適切な開示を行い、さらにステークホルダーの皆様から新たなご意見をいただ

くといった「サステナビリティ経営の推進サイクル」を実践しています。

2050年長期ビジョン サステナビリティ チャレンジ

双日が関わる多くのサプライチェーンで排出するCO2

は脱炭素社会への移行のリスクであり、その削減は当

社の責務です。一方、世の中のCO2削減への貢献を事

業創出の機会と捉え、ビジネス構築を推進しています。
 

 P52 脱炭素社会の実現に向けた考え方・取り組み

人権問題は、サプライチェーンに関与する全てのステー

クホルダーが協力して解決していくべき課題です。多

くのサプライチェーンに関与する双日として、継続的

に配慮を行っていきます。
 
  P56 サプライチェーンを含む人権尊重の取り組み

脱炭素社会実現への挑戦 サプライチェーンを含む人権尊重

【事業】

【基盤】

サステナビリティ重要課題（マテリアリティ） 

企業理念
双日グループは、

誠実な心で世界を結び、
新たな価値と豊かな未来 

を創造します。

人権 環境

人材 ガバナンス

資源 地域社会

多様な人材の活躍･
ダイバーシティの推進

事業を通じた
地球環境への貢献

持続可能な資源の
開発・供給・利用

事業に関わる
人権の尊重

有効性と透明性を重視 

地域社会とともに
発展・成長を実現

さらに個別具体的なテーマを特定

リスク管理

 双日グループの各事業におけるCO2排出リスクを評価・特定
 投融資審議会にて個別事業リスクを審議
 経営会議を通じた各本部への周知
  ステークホルダーダイアログにおいて気候関連の「リスク」と 

「機会」が当社事業に与える影響について討議・確認

ガバナンス

  CEOが委員長を務めるサステナビリティ委員会を設置
  サステナビリティ委員会で検討・協議された方針や課題等を、
経営会議及び取締役会へ付議または報告
 取締役会はこのプロセスを監督し、必要に応じて対応を指示

サステナビリティ経営の推進サイクル

❶ 対話／ 
リスク・機会の把握

  ステークホルダー 
ダイアログ

  ESG対話、外部評価 

  外部シナリオ、技術動向、
EUタクソノミーの把握

  関連する論点・考え方
の整理 

❷ 方針策定 

  全社方針の策定、 
中期経営計画への反映 

  個別の事業戦略への 
組み込み 

  本部別にリスクと機会
を整理 

❸ アクション 

 事業戦略の実行 

  「サステナビリティ  
チャレンジ」の遂行 

  サステナビリティ委員会
でのモニタリング 

  新規投融資案件の審
議・組織評価への反映 

❹ 開示 

  統合報告書、Sojitz 
ESG BOOK（ウェブ）

 ESG説明会

  TCFD、IFRS財団などの
フレームワークに基づく
分析・開示 

ステークホルダーダイアログの様子

多様な有識者と当社社内外取締役が、世
界情勢を踏まえた総合商社のサステナビ
リティ経営について協議しました。

脱炭素社会実現に向けた 

考え方を整理

  P52  

脱炭素社会の実現に向けた 
考え方・取り組み

フィードバック

Sojitz ESG BOOK

Environment 環境 Governance ガバナンスSocial 社会
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サステナビリティ推進・実行体制図

取締役会

経営会議

投融資審議会 サステナビリティ委員会

営業本部・コーポレート

サステナビリティ推進部

報告

新規投融資案件を 

サステナビリティの 

観点で確認

監督・指示

報告

連携

全社サステナビリティ方針と 

各営業本部の事業戦略の 

整合を確認・報告
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サステナビリティ

脱炭素社会の実現に向けた考え方・取り組み 

双日グループは、CO2排出を「リスク」と捉え削減を加速し、来る脱炭素社会への耐性を高めるとともに、この社会移行を新たな「機会」

と捉え、幅広い分野においてビジネス構築を進めていきます。

2020年代 2030年代 2040年代

既
存
事
業
のC

O
2

削
減

脱
炭
素
社
会
へ
の
貢
献

双日グループのCO2排出量
Scope1/2  
Scope3（権益） 新技術関連事業

燃料電池、水素還元、CCS／CCUS／DAC等

循環型社会関連事業
リサイクル等3R関連事業、軽量素材等

低・脱炭素エネルギー事業
再生可能エネルギー、電池、EV／PHV等

2050年までにネットゼロ

リスクの低減 

 Scope1、Scope2の削減 

当社は、自社が排出するCO2（Scope1/2）削減を脱炭素社会実現に向けた「責務」と考えています。2020年3月期時点の既存事業に関して、

2030年までに6割削減（うち、Scope2はネットゼロに）することを目標としています。それ以降の新規事業についても、2050年までのネッ

トゼロ達成を目指しています。2023年3月期は主要排出グループ会社と対応策を確認し、一部、再生可能エネルギーの導入も進めました。

 Scope3の計測と把握
脱炭素社会の実現には、自社の排出に加えて、サプライチェーン全体のCO2（Scope3）までを含めた取り組みが必要であると考えています。

また、サプライチェーン上のCO2排出量（Scope3）の多い箇所を、将来的に排出削減ストレスがかかる可能性が高い「リスク」として捉え

ています。 

 機会の捕捉

 機会としてのScope4 
Scope3は当社にとって「リスク」であると同時に、サプライチェーン全体での削減貢献による新たな事業創出の「機会」であると捉え、 

自社の成長と紐づけた取り組みを推進しています。今後、これらの取り組みを通じて削減貢献したCO2量（Scope4）を増やしていきます。 

サステナビリティ チャレンジ ー脱炭素ー

双日グループ 
（連結）のScope1/2

CO2トン

CO2排出量

大 中 小

＜サプライチェーン上のCO2分析＞（Scope3/4）
縦軸に当社グループが関わっている「一般的にCO2排出が多い産業」を、横軸に「サプライチェーンの工程」を置き、当社にとってのリスク
と機会を定性的に分析・特定しています。また、特に影響が大きいと考えられる発電セクターから定量把握を進めています。

　リスク（Scope3）：  CO2排出が多い箇所ほど濃いオレンジ色で表示しています。 
一般的には「CO2削減の圧力」や「代替される脅威」に晒されやすくなります。

　機会（Scope4*）： 最右列の代替物は新規事業の機会であり、削減貢献量として積み上げていきます。

製品の原料 輸送 製品の加工 製品の使用 エンドユーザー 持分投資 削減貢献例
（Scope4）

リスク把握 機会

発
電

一般炭

 

原料・製品の輸送

̶

 
 

石炭火力発電所

消費者
CO2は発生せず

 

高効率ガス
火力発電
約227万トン 
削減

炭鉱での採掘 持分炭鉱権益
 

Scope3
CO2排出量 約131万トン 約19万トン 0トン 約1,972万トン 約35万トン

石油 
ガス

 
 

油田での採掘

 
 

原料・製品の輸送

̶ 石油火力発電所 消費者
CO2は発生せず ガス火力発電所 

再エネ発電
約51万トン削減Scope3

CO2排出量 約1万トン 約1万トン 0トン 0トン 約228万トン

製
鉄

原料炭

 
 

原料・製品の輸送
̶ 高炉製鉄所

消費者
CO2は発生せず

 

持分炭鉱権益
炭鉱での採掘

鉄鉱石
鉱山での採掘

̶ ̶
各業界メーカー

畜産
畜産・飼料事業

 

原料・製品の輸送

 

畜産品の加工

 

畜産物の調理

消費者
CO2は発生せず

 

畜産加工事業
 

植物肉

化学
 

原料の製造

 

原料・製品の輸送 ̶

 

化学品の製造

消費者
CO2は発生せず ̶  

バイオケミカル

製紙パルプ

 
 

製紙用チップの生産

 

原料・製品の輸送

 
 

製紙

なし 消費者
CO2は発生せず ̶  

紙リサイクル

建設
 

建設素材の生産 建設 施設の使用 
施設の使用

 

省エネ・ZEH・ 
ZEB

運輸輸送

 
 

 

自動車・
船舶等の製造

̶

 

航行運航 

 

運転手

 
 

自動車製造事業

電気、 
水素利用機体 

バイオ燃料の 
活用

定
量
測
定
済
み

順
次
定
量
測
定
予
定 

注：GHGプロトコルが規定する、Scope3の15のカテゴリーを簡略化して作成しています。カテゴリー別の詳細は、https://www.sojitz.com/jp/csr/sojitz_esg/e/data.phpをご参照ください。
* Scope4の計算方法：（IEAが公表する2021年の世界火力発電原単位（745g/kWh）-当社発電原単位）×発電量

削減貢献策

削減貢献策

削減貢献策

削減貢献策

削減貢献策

削減貢献策

削減貢献策

削減貢献策

削減貢献策

約19万トン

約0万トン

約20万トン 約5万トン 約653万トン

約28万トン

Scope3
CO2排出量

高炉製鉄所

CCS

 
約10万トン
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サステナビリティ

サステナビリティ チャレンジ ー脱炭素ー
戦略

 双日の脱炭素ロードマップ
中計2023では、再生可能エネルギー事業、トランジション事業を含む「エッセンシャルインフラ」や「素材・サーキュラーエコノ

ミー」を注力領域に掲げていますが、それらの戦略の下敷きの一つとして、下記、脱炭素ロードマップがあります。「社会動向」や

「必要な技術」を年代ごとに想定し、双日の「リスク」と「機会」を整理しており、今後も定期的に見直していきます。

 シナリオ分析・ 財務影響  

移行リスク
外部調査、内部分析も踏まえ、「リスク」と「機会」が、当社グループの経営戦略、事業活動、財務計画に対する影響がより大き

いと考えられる事業分野について順次シナリオ分析を行い財務への影響を分析しています。具体的には、CO2排出量の多いリ

スクのある所（＜サプライチェーン上のCO2分析図＞を参照）の中で当社グループが事業を行っており、特に影響が大きいと考

えられる石炭権益事業と発電事業における移行リスクについてシナリオ分析を行いました。

リスク 機会
石
炭
権
益
事
業

分析方法： 1.5℃シナリオを前提として、2050年までの石炭需要と価格見通しを想定
し、当社保有資産の財務影響を分析。 当社グループが分析するいずれのシナリオにおいて

も、再生可能エネルギーの需給増加が見込まれて
います。当社グループは、再生可能エネルギー事業
などの脱炭素事業に加え、トランジション事業として、
高効率のガス火力発電や省エネルギーサービス事
業を推進することで、脱炭素社会への移行を事業
機会につなげます。

2023年3月期の主な実績
  北海道でのバイオマス発電所の 
営業運転開始

 国内の家庭用蓄電システム販売開始

 財務影響   1.5℃シナリオが現実化した際には、生産コストの増加の影響で一部
資産に劣化の可能性はある。

発 
電
事
業

分析方法： 1.5℃シナリオを前提として、炭素価格と需給変動の影響を踏まえ、当社
保有資産の財務影響を分析。

 財務影響   炭素価格や需給変動の影響を受ける発電所は限られており、財務影
響は限定的。

物理的リスク
気候変動が抑制できず温暖化が進行した場合の物理的リスクについては、まず、海岸洪水や河岸洪水などの水に関するリスク（急

性リスク）に注目して分析を行っています。具体的には、世界資源研究所（World Resources Institute）が提供する水リスクの

分析ツールAqueductの評価「Extremely High」と「High」の地点に所在する事業・資産（製造・加工工場などの非オフィス）が

水リスクに晒されていると考え、その2023年3月末時点の有形固定資産額（リース資産は除く）をその財務影響額として分析し

ました。その結果、東南アジア地域を中心に、一部の事業拠点における海岸洪水・河岸洪水の水リスクが高いことを確認し、 

  財務影響  のある資産（有形固定資産）の額は約310億円になると算定しました。

指標と目標

当社は、前項で説明した当社グループの気候変動における移行リスクとその機会を評価及び管理するための指標と目標を脱

炭素方針として設定しています。進捗、及び  財務影響  は以下の通りです。

既存事業

Scope1/2  

2030年までに6割削減、2050年までにネットゼロ
うち、Scope2は2030年までにネットゼロ*1

注：石炭火力発電は、現在保有なし、今後も保有しない

2030年までの目標達成に向け、主要排出グループ
会社と対応策、及び実施時期を確認するとともに、
一部、再生可能エネルギーの導入を開始。

Scope3  
＜資源権益事業の目標＞
一般炭権益：2025年までに半分以下、2030年まで
にゼロ*2

石油権益：2030年までにゼロ
原料炭権益：2050年までにゼロ

一般炭権益については、2025年までに半分以下に
する目標は前倒し達成済み。
加えて、双日グループのScope3の全体観の定性把
握を実施するとともに、特にCO2排出量及び当社事
業への影響が大きいと考えられる「発電セクター」を
皮切りに、定量値の測定を開始。今後、測定対象を
他セクターに拡充し、把握していく。

新規事業 新規事業別に脱炭素までの考え方を整理し、
2050年までにネットゼロを目指す

脱炭素社会への貢献
「機会」と捉え、関連事業の拡大、諸施策の推進
社会へのCO2削減貢献量（Scope4）を計測し、事業を
実施

再生可能エネルギー事業や省エネルギーサービス
事業など、発電セクターのScope4を計測開始。

*1 2019年度を基準として、単体及び連結子会社が対象。証書などによるオフセットを含む。取り組みを加速するため、インターナルカーボンプライスの導入を検討
*2 2018年度を基準年とした権益資産の簿価ベース

〈方針・目標〉 2021年3月公表  脱炭素方針の進捗

 Scope1、Scope2削減の進捗

〈進捗〉

2020年 2030年 2040年 2050年

・事業のScope1／2を削減
・保有する一般炭権益を2030年までにゼロ化

リスクへの 
対応

・環境エネルギー事業を行うべく、リソースを集約・強化
・都市鉱山からの資源回収事業の推進・拡充機会

再生可能エネルギー増加

サーキュラービジネスの増加

・保有する原料炭権益を2050年までにゼロ化リスクへの 
対応

・水素関連ビジネスの開拓

・ 技術開発の進展動向や官民の普及取り組みを注視し、 
－CCS／CCUS事業を推進 
－DACの実用化

機会

機会

再生可能エネルギー電力を活用した
グリーン水素の活用

安価な水素を活用した
水素還元製鉄

技術・社会動向の見立て 双日の考え方

・トランジション期間を踏まえた保有資産の選定リスクへの 
対応

・ 高効率のガス火力発電・省エネルギーサービス事業・ 
クリーン水素事業
・ LNG・天然ガス及びカーボンニュートラル燃料の供給

機会

トランジション期間には、下支えとして 

CO2効率に優れたガス火力発電が必要 

総量推移（2020年度以降の新規事業を含む） 2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期

Scope1（都市ガス等の燃料使用による直接排出） 97 万t-CO2 71 万t-CO2 70 万t-CO2 73 万t-CO2

Scope2（購入した電気・熱の使用に伴う間接排出） 15 万t-CO2 21 万t-CO2 22 万t-CO2 21 万t-CO2

Scope1+2 合計 112 万t-CO2 91 万t-CO2 92 万t-CO2 94 万t-CO2

97

15

112

71

90

45

90

120

90

60

30

0
20.3

（基準年）
23.3 31.3 51.3

20

目標に対する進捗状況（既存事業のみ）

  財務影響  ：Scope3　権益資産推移

 既存事業Scope1　  既存事業Scope2

（万ｔ-CO2）

※  2030年までに、
Scope1/2を6割削減

※  うち、Scope2は、 
ネットゼロに

※  2050年までに 
ネットゼロに

750

500

250

0
19.3 20.3 21.3 22.3 23.3

1,000

246

338

15

原料炭

石油・ガス

一般炭
114

（億円）

一般炭権益資産 7割減 
（2019年3月期末比）

CO2排出量の多いグループ会社との対応策協議を継続

し、削減が順調に進んでいることを確認。

今後も、再生可能エネルギーへの燃料転換や高効率

な設備の導入等の方策を検討していきます。

一般炭権益はすでに基準年から7割削減しており、 

2025年までに半分以下にする目標は前倒し達成

済み。

その他目標も達成に向けて取り組みを継続してい

きます。

残存CO2を回収・貯留・利活用する
CCS／CCUS／DAC
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権益・開発 採掘・ 
原材料栽培

原料・部品製造・ 
加工 卸 小売・サービス双日グループの 

リスクの高い事業分野

戦略

 方針の策定・共有
当社グループは、「国連グローバル・コンパクト」の10の原則等を踏まえて、「双日

グループ人権方針」や「双日グループ サプライチェーンCSR行動指針」等の方針

を策定しています。サプライヤーやグループ会社に対して、当社の方針を周知し、

理解と実践を求めています。

　また、サプライチェーン上の人権尊重においては、事業現場での認識と理解が

重要と考えています。そこで、当社グループ各社からの人権尊重への理解と事業

現場への認識徹底を行う旨の確認書の取得や、グループ各社の経営陣とサステナビリティ推進部（サステナビリティ委員会事務

局）の対話を通じ、方針や取り組みの周知及び現場の対応状況の確認を行い、人権尊重意識の徹底と理解の浸透を図っています。

 リスク評価
当社グループはグローバルに事業を展開し、その事業の範囲は多岐にわたる上に、川上から川下までサプライチェーンに広く関

わっています。そこで、リスクベースアプローチの観点より、英国NGO「ビジネスと人権リソースセンター」が保有する人権リスク

の発生事例データベースをもとに、当社グループの事業の中でも特にリスクが高い事業分野を特定するとともに、サプライチェーン

全体において一般的にどの位置で人権リスクが発生しやすいか、分析・確認を行っています。

戦略

 リスク評価のPDCA

当社グループの対応が十分であるか、外部コンサルタントの監修も受けながら、新たな課題の確認と自社の取り組みを点検して

います。また、各グループ会社との直接対話を通じ、自社グループにとどまらず、多岐にわたるサプライチェーンへの取り組みの

浸透・促進を図っています。

サステナビリティ

サプライチェーン上の人権リスクに対する双日グループの 
該当状況（抜粋）

（川上） 代表的なサプライチェーン

一般的にリスクが
高い箇所とリスク内容

一般的にリスクが
小さい箇所

（川下）

土地収用 環境汚染

鉱物

木材・製紙

農産物 土地収用、森林破壊 強制労働、児童労働

繊維 強制労働、児童労働 強制労働、児童労働

水産・水産加工 労働安全衛生の問題労働安全衛生の問題

インフラ建設

通信 情報漏洩

サプライチェーンを含む人権尊重の取り組み 

双日グループはグローバルにさまざまな事業を展開していますが、その事業に関わるサプライチェーン上のどの国・地域においても人権

尊重に努めるべく、人権リスクの把握及び低減を図っています。その取り組みにあたっては、「国際人権章典」及び国際労働機関（ILO）の

「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」を支持し、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」フレームワークに沿って人

権尊重への対応を行っています。

サステナビリティ チャレンジ ー人権ー

 現地デュー・ディリジェンス
当社は、人権リスクを調査・確認するために、個々の取引や事業においてそれらが行われている現場でのデュー・ディリジェンス

を必要に応じて行っています。例えば、当社グループは木材の調達（輸入）について、合法性の確認、環境への配慮、社会への配

慮の3本柱からなる木材調達方針を定めていますが、この方針の実践として、供給元を当社自身にて訪問し、その経営陣、現地

NGO、行政機関、地域住民代表との面談を含む調査を行っています。

指標と目標

 改善・救済／実績開示
策定した方針に従い、リスク評価を行い、サプライチェーンを含む人権尊重の取り組みを進め、「国際人権章典」や国連の「ビ

ジネスと人権に関する指導原則」が掲げる人権尊重の実現を目指します。

　2023年3月期の高リスク事業分野に対するリスク評価においては、当社グループ会社のみならずサプライチェーンにおける

対応について問題がないことを確認しました。今後も、外部専門家の意見も聴取しながら、これら高リスク事業分野において、

PDCAを通じた継続的な改善を進めるとともに、適時・適切な開示も行います。

　高リスク事業分野と位置づける木材調達については、木材調達方針として指標と目標を定めています。その具体的な内容 

及び2023年3月期のその他の取り組みは当社ウェブサイトhttps://www.sojitz.com/jp/csr/sojitz_esg/s/human_rights.php 

をご参照ください。

高リスク事業分野の 
リスク評価の実施計画
• 実施計画・スケジュールの策定

•   高リスク事業分野の 

特定・見直し

リスク評価を踏まえた 

対応・改善
• 人権対応の見直しや改善指示

• 社内制度への反映

リスク評価
•  アンケート、対話、 

現地デュー・ディリジェンスの 

結果に対するリスク評価

リスク評価を行うための 
実施事項
• アンケート実施

• グループ各社と対話を実施

•  現地デュー・ディリジェンスの実施 

P

A

D

C

労働安全衛生の問題
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国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」が定める人権対応のフレームワーク

方針の策定・共有 リスク評価 改善・救済 実績開示

石油・天然ガス

土地収用、森林破壊

土地収用

土地収用

環境汚染、強制労働

環境汚染

土地収用、森林破壊 労働安全衛生の問題（木材） 環境・水質汚染（製紙）
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